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　１．はじめに
　製造業の企業における競争優位の源泉は研究開発活動にある。企業にお
ける中核的な競争力を高めていくためには研究開発活動に対する重点的な
経営資源配分が必要である。さらに，どのような研究開発分野を選択し。
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どのような研究開発組織を設計し，そしてどのように研究開発機能と経営
諸機能のリンケージを高めていくかといった研究開発活動の戦略的な展開
が必要である。
　このような研究開発戦略の展開は産業によって大きく異なる。製品特性
や技術特性により競争の基盤や競争のルールは異なるわけだから，それに
応じて研究開発戦略も異なってくると考えられる。同じようにインテンシ
ヴな研究開発活動が求められるエレクトロニクス産業やケミカル産業で
あっても，同じような研究開発戦略の展開が有効となるかどうかは甚だ疑
問である。
　そこで，本稿では，エレクトロニクス産業を対象にその競争特性を検討
したうえで，研究開発戦略の展開について探索的な分析を行っていく。エ
レクトロニクス技術は競争上どのようなインプリケーションをもたらして
いるのか。エレタトロニクス産業での競争特性が，研究開発戦略の展開に
対してどのような影響を与えているのか。そして，個々の企業での研究開
発戦略や経営戦略の展開パターンにはどのような特徴があるのか。この
ような問題について，1993年度に行ったアンケート調査とインタビュー調
査I)の結果を援用して考えていきたい。
　2.エレクトロニクス産業における競争の基本特性
　エレクトロニクス産業における競争では研究開発活動が大きな役割を
担っている。マーケティングやコストダウンといった問題よりも研究開発
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活動へのコミットメントが相対的に重要である。このことは研究者（ヒト）
と研究開発投資（モノ・カ利という経営資源の投入状況から捉えることが
できる。機軸に売上高研究開発費比率，縦軸に研究者比率（従業員１万人当
たりの研究者数）を取って，業種別の平均値をプロットしてみると，電機・
精密機械産業（いわゆるエレクトロニクス産業）と化学産業が両指標とも製造
業平均に比べて格段に高い値を示していることがわかる（図１）。
　では，このようにインテンシヴな研究開発活動が求められるエレクトロ
ニクス産業での競争にはどのような特性があるのだろうか。　ここでは，研
究開発成果の代表的な指標である特許の出願動向を分析することでエレク
トロニクス技術の特徴を明らかにし，それがエレクトロニクス産業の競争
にもたらすインプリケーションについて考えていこう。
図１　研究者比率＊l）と売上高研究開発費比率の比較（業種別:1991年度）
エレクトロニクス技術を取りまく研究開発競争は極めて激しい。それは
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特許出願件数の動向に端的に表れている。1992年の特許出願件数は371,894
件であり，そのうち特許分類の付与されたものは344,860件である。これ
を技術分野別にみると，エレクトロニクス技術の関連分野である「電気」
(85,186件,24.7％）と「物理」(91,189件,26.4％）の２分野で実に全体の約50
％を占めている2）。さらに詳細な技術分類であるサブクラス・レベルの特
許・実用新案ランキングでは，半導体，コンピューター，マルチメディア
などのエレクトロニクス関連技術がＬ位に並んでいる（表１）。また，出願
主体別ランキングでみても，多少の順位変動はあるものの, NEC,松下電
器産業，東芝，富士通，日立製作所，三菱電機といったエレクトロニクス
・メーカーが1986年以降上位６位までを独占している。 1993年のランキン
グではこれら６社以外にキャノン，ソニー，リコー，シャープが続き，上
位10位まで全て,エレクトロニクス・メーカーとなっている3）。
　エレクトロニクス技術関連分野での特許出願件数が多いことはそこでの
技術革新が激しいことだけでなく，その応用分野が極めて広くなっている
ことを示唆している。つまり，エレクトロニクス技術とその他の既存技術
分野との「技術の融合化」が急速に進展し，製品レベルや技術レベルで多
種多様なイノベーションが起こっていることを示している。例えば，半導
体デバイス技術を中心に，光工学との融合でオプトエレクトロニクス，生
物化学との融合でバイオエレクトロニクス，そして機械工学との融合でメ
カトロニクスなどが生まれている。本田［1992］は『科学技術研究調査報
告』の22年分のデータを用いて，産業間での研究開発投資の関連度を分析
し，技術の融合化の様子を明らかにしている。それによると，わが国の産
業では化学系，素材系，電子通信系の３つを核としたクラスターがあり，
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エレクトロニクス関連では電子通信産業を中核に電気機械産業，精密機械
産業がひとつのクラスターを構成しメカトロニクスという技術の融合化か
説明されるとしている。
　技術の融合化か持つ競争上の意味は，エレクトロニクス・メーカーがこ
れまで対象としてこなかった事業分野へ新規参入する機会をもたらしたこ
とと，逆に多くの潜在的な競争相手を出現させたことである。前者の例と
しては工作機械メーカーの市場であったNC（数値制御）装置市場に三菱電
機や日本ＩＢＭが参入したケース4）があり，後者の例としては半導体市場へ
新日本製鐵が参入したケース5）が挙げられる。すなわち，技術の融合化は
競争のボーダーレス化を招いているといえよう。
表１　特許・実用新案出願件数の多いサブクラス（上位10分野:1992年）
2－2　特許出願公告率の動向
　わが国における特許出願から登録までの手続きは特許出願→出願公開6）
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→内容審査請求7)→審査8)→出願公告9)→特許権設定登録の６段階に分けら
れる。出願した特許申請の全てが認められるわけではなく，内容審査請求
をせずに申請を取り下げることもあるし，内容審査の結果，拒絶されるこ
ともある。特許出願公告率とは出願公告まで至った件数を出願件数で割っ
た値である。従って，この比率が大きいことは出願した特許の大部分が認
められたことを意味する。反対に，この比率が小さいことは出願したもの
の内容審査請求段階で取り下げたか，あるいは内容審査で｢拒絶審査｣と
なった件数が多いことを意味する。出願を取り下げるケースには大きく２
つある。ひとつは，自ら特許権を取得して維持する必要はないが，自分の
発明部分を競争相手に取られるのは困るので，先願権を認めてもらうため
だけに出願し，すぐに出願を取り下げるケースである(いわゆる｢防衛出
願｣)。もうひとつは，出願時には確かに価値があったが，その後の技術革
新などによって価値が急速に減少したので特許取得の意味がなくなり，取
り下げるケースである(いわゆる｢技術の陳腐化｣)。
　この特許出願公告率の分布を業種別に見だのが図２である1≒　これによ
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ると，ケミカル関連産業（化学・食品・石油・ガラス）では60～70％を超える
企業が多くなっているが，エレクトロニクス関連産業（重電・通信・家電他）
では50～60％以下が大部分を占めており好対照をなしている11）。ケミカル
関連産業では取り下げ件数も拒絶審査件数も極めて少ない。ケミカル関連
技術は総じて体系的であるため，内容審査が比較的明確に行える。それゆ
え，出願者も予め特許の取得可能性を厳密に考えて出願を絞り込んでくる
ため，結果として特許出願公告率は高くなっている。
図２　エレクトロニクス関連産業とケミカル関連産業の特許出願公告率の比較
　これに対して，エレクトロニクス関連産業では拒絶審査件数も？防衛出
願や技術の陳腐化による取り下げ件数も相対的に多くなっている。拒絶審
査件数が多いのは，エレクトロニクス技術関連の出願は製品レベルから技
術レベルまで応用範囲が極めて広く，内容を詳しく審査してみると特許に
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当たらないものも多いためであるという12）。また，エレクトロニクス関連
技術のように特許出願件数が多いような状況では，もはや他人の特許を侵
害しないで自分の特許を成立させることは極めて難しい。そのため，せめ
て自分の発明部分の先願権を主張しておくために出願だけは行う防衛出願
も多くなっている。この点に関して, von Hippel［1988 ; 邦訳書84～87頁］
は技術革新の激しい半導体産業などでは発明の独占的利用権としての特許
の有効性はほとんどなく，防衛的な価値しかないと述べている13）。
2－3　エレクトロニクス産業でのクリティカルな競争要因
　これまで検討してきたように，特許出願動向から見たエレクトロニタス
産業の技術的な特徴は，エレクトロニクス技術を核とした「技術の融合
化」と，絶え間ない代替技術開発による「技術の陳腐化」が急速に進んで
いることである。技術の融合化はエレクトロニクス・メーカーが他市場へ
新規参入する機会を与えると同時に，多くの潜在的な競争相手の脅威にさ
らされることを意味する。また，技術の陳腐化が急速に進んでいること
は，その結果として特許権が発明の独占的利用権たる本来の機能を果たさ
なくなっていることを意味している。　このようなことから，エレクトロニ
タス産業の競争では以下の２点がクリティカルな要因となっている。
　まず第一に。－ザー・ニーズを積極的に取り込んだ新製品・新技術の
イノベーションである。エレクトロニクス産業では技術の融合化による新
分野製品の創出や既存製品の高機能化などのイノベーションが頻繁に起
こっている。このような環境で競争優位を確立するには。ユ－ザー・ニー
ズを積極的に取り込んだ研究開発を行い，エレクトロニクス技術を中核と
した技術の融合化により新製品・新技術を絶えず開発していく必要がある。
Kodama［1992］は研究開発には旧世代の技術を置き換える「技術突破型」
と，既存技術を組み合わせて新しいハイブリッド技術を生み出す「技術融
合型」の２つのタイプがあり，これからの研究開発戦略には技術突破型の
みならず技術融合型が必要であるという。そして，技術融合型の研究開発
では市場志向のアプローチをとることから始まり，曖昧模糊とした市場
ニーズを製品コンセプトヘ翻訳し，さらに製品コンセプトを研究開発プロ
ジェクトヘ落とし込んでいくことが重要であると主張している。すなわ
ち，単なる組み合わせ的に技術の融合化を行うのではなく，そこには。－
ザー・ニーズの視点から常に評価を行いながら技術の融合化を図り，耐え
ざるイノベーションを起こすような仕組みを作っていくことが求められて
いるのである。
　第二に，容易にまねされないコア・テクノロジーの開発である。技術の
融合化による製品レベルでのイノベーションは２番手，３番手の競争相手
に追随されやすい。また，技術レベルでのイノベーションでも極めて革
新的な技術開発でない限り，競争相手の追随が行われる。科学・技術の論
理を純粋に追求しただけの技術開発では，持続的な競争優位の確立は期待
できない。前述のとおり，エレクトロニタス分野での技術革新は激しく特
許の有効性も乏しい。そのため，特許で守られることを前提とした純粋な
技術開発だけでは，競争相手に対して代替技術開発のインセンティヴを与
えてしまい，結果として自社の強みにならない可能性が大きい。そこで，
競争優位を形成するという観点からすると，技術単体を開発するのではな
く，なんらかの別の強み14）を組み合わせた形でのコア・テタノロジーの開
発が必要となる。強みのなかで最も重要なものは生産技術との組み合わせ
である。近年を代表するコア・テクノロジーであるレーザー・プリンター
のエンジン部分は高度な精密加工技術，液晶デバイスは薄膜加工技術とい
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う生産技術に支えられて強みとなっている。
　このように，エレクトロニクス産業における競争では純粋な科学・技術
の論理の追求による技術開発だけでは不十分であり，生産技術などの何ら
かの強みとの組み合わせによりコア・テクノロジーを開発し。－ザー・
ニーズを積極的に取り込んだ新製品・新技術のイノベーションを起こすこ
とが競争の要となっている。
　３．研究開発戦略の基本的フレームワーク
　競争優位の確立には「中核競争力門の形成が必要である。中核競争カ
とは競合他社が予想もしないような製品を，低コストかつ迅速に創造する
能力のことである。中核競争力を形成するための源泉はトップ・マネジメ
ントの能力にある。　トップ・マネジメントが刻々と変化する事業機会に迅
速に対応し，技術と技能を競争力のなかに統合していくことが必要である。
すでに検討したように，エレクトロニクス産業ではインテンシヴな研究開
発競争にどのように打ち勝っていくか，すなわち。－ザー・ニーズを積極
的に取り込んだ新製品・新技術のイノベーションと，容易にまねされない
コア・テクノロジーの開発が競争の要となっている。このような競争では
研究開発を中心とした事業活動にトップ・マネジメントが積極的にコミッ
トメンレし1≒中核競争力を形成できるようにリーダーシップを発揮する
ことが求められる。そして，トップ・マネジメントがコミットすべき戦略
的な課題は，「研究開発活動のオープン化と部門間リンケージの強化」と
　「戦略的経営資源配分の実施」の２つである。
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3－1　研究開発活動のオープン化と部門間リンケージの強化
　中核競争力の形成には研究開発活動だけでなく，研究開発部門と営業や
生産などの事業部門の活動を統合化することが必要である。前述のよう
に，特許がほとんど有効でないエレクトロニクス産業においては純粋な先
端技術開発だけでは強みにはならず，積極的にュ－ザー・ニーズを取り込
んだり，生産技術を組み込むことで新技術や新製品のイノベーションを絶
えず行うことが強みとなる。それゆえ。ユ－ザー・ニーズを取り込むため
には営業部門との共同作業が必要であり，生産技術を取り込んだ高度な要
素技術を開発するためには生産部門との共同作業が不可欠である。 Rous-
sel,Saad and Erickson [1991;邦訳書48～55頁]は研究開発部門と他の部門
の幹部の間にパートナーシップ精神と相互信頼関係を築き，研究開発テー
マの内容や期間などを共同で探索，評価，決定することが重要であると述
べている。
　しかし，研究開発部門と事業部門では行動原理が異なり，統合化が非常
に難しいのが常である。これは，小山[1992 ；8～9頁]が指摘するように，
事業部門は市場性を追求するビジネスの論理で行動するのに対して，研究
開発部門は科学・技術の論理で行動しており，両者間の行動原理には大き
な隔たりがあることが原因である。背反するビジネスの論理と科学・技術
の論理を超えて事業活動を統合化するためには，トップ・マネジメントの
強力なリーダーシップの発揮が必要となる。トップ・マネジメントの役割
は閉鎖的になりがちな研究開発活動をオープン化し，研究開発部門と事業
部門とのリンケージを強化することである。
　このような問題意識のもと，５章では事業サイドが研究開発サイドに対
してどのような不満を持っているのかを概観したうえで，トップ・マネジ
メントの経験とマネジメント・スタイルが，研究開発活動のオープン化
と，研究開発・事業部門間のリンケージの強化にどのように貢献している
のかについて検討する
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3－2　研究開発活動における戦略的経営資源配分の実施
　研究開発戦略においても経営資源配分は極めて重要な戦略的意思決定項
目である。つまり，どのような「研究開発分野」と「研究開発フェーズ」
に経営資源を集中的に投入していくかということは研究開発成果と直結す
る最も重要な意思決定項目である。
　まず，研究開発分野を絞り込むことは，その選択が正しい限りにおいて
競争優位の源泉となりうる。分野を絞り込み，継続的に研究開発活動を
行ってはじめて華々しい研究成果が生まれる。大部分の企業において，研
究開発予算は「各研究グループでの積み上げ」をベースとしていることか
らも，継続的な研究開発活動が基本となっていることは明らかである（図
３）。戦略的な研究開発予算の配分は重要であるが，それも朝令暮改では全
く意味がなく，頻繁に繰り返される研究開発分野の転換は中核競争力の形
成を阻害さえする。特定の分野における研究開発活動のコミットメントの
深さがその企業の競争地位を決定するのだから，研究開発活動の継続性を
十分考慮して研究開発分野を絞り込むことが重要である1≒
　また，研究開発フェーズを基礎研究，応用研究，開発研究の３つに分け
て考えると，どのフェーズに経営資源を集中的に投入するかということも
重要な意思決定項目である。特に，基礎研究側に力を入れるか，応用・開
発研究側にカを入れるかはその企業の将来方向を決める重要な意思決定で
ある。応用・開発研究を垂視すれば短期的な研究開発成果は高まるであろ
うが，将来に禍根を残すことになるかもしれない。逆に，基礎研究を重視
すれば短期的な研究開発成果は期待できない。つまり，研究開発組織でい
うと，全社的研究所と事業部研究所の間で，どのように経営資源を配分す
るかということが重要な意思決定事項となる。
　このように，研究開発分野の絞り込みと，全社的研究所と事業部研究所
の経営資源配分という戦略的な経営資源配分は研究開発活動にどのような
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影響を与えているのか。また，経営戦略は研究開発分野の絞り込みや研究
開発活動に対してどのような影響を与えているのであろうか。これらの課
題については６章で検討する。
図３　研究開発予算の設定方法
　４．調査対象と調査・分析方法
　前章で示した基本フレームワークに基づき，われわれはアンケート調査
とイン，ビュー調査を実施した。ここでは同調査の概要と本稿での分析方
法についてまとめておこう。
4－1　調査対象と調査方法
　アンケート調査は数社へのプレ・サーベイを行ったうえで実施した。実
施時期は1993年10月である。対象企業は電気機器を中心に精密機械，印
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刷，楽器，玩具製造などのエレクトロニクス関連の上場企業を中心に，数
社の非上場企業を加えた合計239社である。これらの企業を対象として，
１企業に２種類のアンケートを送付した。ひとつは「事業部門」として社
長室用（経営戦略と研究開発に関するアンケート），もうひとつは「研究開発部
門」として研究企画担当部署用（研究開発マネジノントに関するアンケート）
である。最終的な有効回答は56社（回収率23.4％:両方とも48社，社長室用の
み４社，研究企画担当部署用のみ４社）となった。また，アンケートは回答の
しやすさを考えて，数値項目より順序尺度項目やカテゴリー項目を多く用
いて設計を行った。例えば，過去３年間に開発・販売された新分野製品の
割合は「０％」を仁「１％」を2，……，「20％以上」を９，としてカテ
ゴライズした。
　さらに，研究開発戦略とマネジメントに関して具体的な現状を探るため
にインタビュー調査を実施した。対象は総合電機２社，通信機器２社，精
密機械２社，産業用機器１社，制御機器１社の計８社18）である。
4－2　分析方法
　本稿では研究開発戦略の諸要因に関するファクト・ファインディングを
行っていくことが主たる目的である。一般的には政策変数を説明変数，技
術的成果や財務的成果といった成果変数を被説明変数とした統計的分析が
主流であろうが，ここでは被説明変数には成果変数だけに拘らずに多くの
変数を用いて網羅的に分析を行うことでファクト・ファインディングを試
みた。このような趣旨のため，分析には比較的単純な統計的手法である
　「２カテゴリ一間での平均値の差の検定」を用いることとした。説明変数
は必要に応じてカテゴリーの修正を行い，すべて２カテゴリーの分類変数
となるようにした。また，被説明変数には数値または順序尺度の変数を用
いた。もちろん，このような処理をすることで数値変数の持つ情報量は減
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少することになるが，本稿では結果の解釈のしやすさを優先した。
　以下の議論で用いた分析結果の詳細は付属資料にまとめたが，ここでは
ひとつの例をもとに分析方法を簡単に説明しておく。表２は説明変数に経
営戦略タイプ（２カテゴリー変数），被説明変数に国内競合企業数（数値変数）
を用いて，平均値の差の検定を行った結果を示したものである。戦略タイ
プはカテゴリー修正を加え，「技術志向型」と「市場志向型」の２カテゴ
リーからなる分類変数とした。技術志向型のサンプル数は22，国内競合企
業数の平均値は6.864社（標準偏差4.279）である。市場志向型の10.185社と
比較するとかなり競合企業数が少ないようである。
表２　分析方法（例）：経営戦略タイプと国内競合企業数
　この２つの平均値が等しい，という帰無仮説を検定する。その前に，ま
ず両カテゴリーの分散の検定を行う。これは分散が等しいか，等しくない
かによって検定方法が異なるためである。両カテゴリーで母分散が等しい
ときにはＦ統計量（２カテゴリーの分散のうち大きい方を小さい力で割った値）
は平均１の/7分布に従うことが知られており，両カテゴリーの分散が等し
い，という帰無仮説を検定する。この例ではＦ統計量は2.94（Ｆ分布の5.47
％点）である。ゆえに，有意水準10％19）で仮説は棄却され，分散は等しいと
はいえないことがわかった（付属資料では,検定結果から分散が等しい場合には
「等分散」，等しいとはいえない場合には「不等分散」と表下に記した）。次に，等
分散の場合にはStudentのｔ検定，不等分散の場合にはWelchの検定を
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行う2o）。ここでは不等分散であるのでWelchの検定を用い，０直が1.976
　（z分布の1.41％点）となった。有意水準10％で仮説は棄却され，両カテゴ
リ一間での平均値が等しいとはいえないことが明らかとなった（５％水準
で有意なものには＊＊＊印，10％で有意なものには＊印をつけている）。つまり，技術
志向型の国内競合企業数は市場志向型に比べて少ない，ということが統計
的に有意であると考えられる。
　５．研究開発活動のオープン化と部門間リンケージの強化
　まず，トップ・マネジメントのコミットメントによる研究開発活動の
オープン化と，研究開発・事業部門間のリンケージの強化について検討し
よう。
5－1　トップ・マネジメントの研究開発活動に対する不満
　トップ・マネジメントを中心とした事業部門サイドは研究開発活動に対
して不満を持っていることが多い。社長の研究開発活動に対する不満につ
いて尋ねてみると，大部分の企業において［革新的な技術が出てこない］
　「製品化に結び付く技術が開発されない」などの研究開発成果に対する不
満が圧倒的に多くなっている（図４）。研究開発部門のなかで頻繁に議論が
繰り返されている「リーダーシップをとる人材がいない」「若手研究者が
育っていない」といった人材育成に関する問題はほとんど認識されていな
い。このことは事業サイドが研究開発活動に深くコミットしているのでは
なく，あくまでも外部の視点から研究開発成果だけ見ているに過ぎないこ
とを表している。よく言われるように，事業部門サイドは研究開発部門を
　［ブラック・ボックス化］しているようである。
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　このような不満の原因のひとつは全社的な業績不振である。前述の設問
で「革新的な技術が出てこない」という不満を第一番目に挙げた企業とそ
の他を分けてみると，不満のある企業では主力製品のマーケット・シェア
　（分析結果については付属資料Ａ－１を参照；同様に以下では付属資料番号を示
す）や使用総資本経常利益率（資料Ａ－２）といった業績指標が明らかに低
くなっており，業績の不振が研究開発成果に対する不満に直結しているよ
うである。また，研究開発費の伸び率も低くなっており（資料Ａ－３），研
究開発活動に対して継続的かつ積極的なコミットメントが行われていると
は言いがたい状況が見られた。つまり，研究開発に対する不満の大きい企
業では，研究開発活動への不十分なコミットメント→研究開発成果の不振
→全社的な業績不振→トップ・マネジメントの研究開発活動への不信→研
究開発成果への不満増大→研究開発活動への不十分なコミットメント
→･･････という悪循環に陥っているものと考えられる。
図４　社長の研究開発活動に対する不満（複数回答）
5－2　トップ・マネジメントの経験と現場歩き
　では，どのような要因が研究開発活動のオープン化を図り，研究開発部
門と事業部門のリンケージを強化するのであろうか。
　ひとつ考えられることは，研究開発部門出身の社長のいる企業では研究
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開発活動のオープン化か図られているのではないか，ということである。
研究開発の経験があれば，ともすれば閉鎖的になりがちな研究開発を自ら
の人的ネットワークを駆使して積極的にオープン化している可能性がある。
そこで，社長の研究開発部門の経験の有無（資料Ｂ）により，研究開発活動
の状況がどのように異なるのかを調べてみた。研究開発部門出身の社長の
いる企業では研究開発最高責任者の地位が高く（資料Ｂ－１），売上高研究
開発費比率も高くなる傾向がある（資料Ｂ－２）。　トップ・マネジメントが
研究開発の経験があると，研究開発に対する深い理解と積極的なコミット
メントがなされているようである。さらに，全社的研究所での研究テーマ
のうち事業部からの依頼研究テーマの割合を見ると，研究開発部門出身の
社長のいる企業では約53％であるのに対して，そのような社長のいない企
業では約38％と有意な差が見られた（資料Ｂ－３）。　トップ・マネジメント
が研究開発部門出身である方が研究開発活動のオープン化を進めているよ
うである。
　研究開発部門出身の社長が研究開発活動のオープン化に貢献しているな
らば，研究開発部門と事業部門双方の経験がある社長は両部門間のリン
図５　社長の出身部門比較：研究開発と営業
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ケージを一段と強化しているのではなかろうか。そこで，社長の経験分野
について，事業部門のうち営業部門の経験と研究開発部門の経験の有無を
比較してみた（図５）。　しかし，これを見ると，営業経験のある社長は研究
開発の経験がなく，逆に研究開発の経験のある社長には営業経験がないよ
うである。つまり，両方の経験があり，自らの現場経験に基づいてグロー
バルな視点から見ることのできる社長は極めて少ないものと考えられる。
　そこで重要となるのが，経験だけに頼らずに，トップ・マネジメントが
自ら積極的に研究開発にコミットしていこうとするマネジメント・スタイ
ルである。研究開発活動に積極的にコミットする意欲のあるトップ・マネ
ジメントは自ら研究開発現場と頻繁に接触し自社の技術情報について理解
を深めるとともに，経営理念や経営目標の底にある哲学や考え方を従業員
に徹底させているものと考えられる。いわゆる「現場歩き(management by
ｗａｎｄｅrｉｎｇ）21）」である。そこで，社長が自社の技術情報の収集方法を「イン
フォーマル」な方法により自ら積極的に情報収集を行うものと，定期的な
会議など「フォーマル」な場で受動的にしか情報収集を行わないものの２
つに分けて調べてみた。これによると，社長が自らインフォーマルな方法
により情報収集を行っている企業の方が社内のコミュニケーションを増大
させ，組織を活性化させているようである（資料Ｃ）。社長が積極的にイン
フォーマルな情報収集を行っている企業では，会議の雰囲気（資料Ｃ－１）
や研究所での会議の雰囲気（資料Ｃ－２）がより活発であり，さらに研究開
発部門での若手研究員による新規テーマの提案も活発になっている（資料
Ｃ－３）。また，全社的研究所での研究テーマのうち事業部からの依頼テー
マの割合が高く（資料Ｃ－４），研究開発部門から営業部門への積極的な技
術情報の提供が行われており（資料Ｃ－５），研究開発部門と事業部門との
コミュニケーションも活性化しているようである。
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5－3　機動的組織におけるマネジメント・スタイル
　トップ・マネジメントのマネジメント・スタイルは全社横断的研究開発
プロジェクトの運営方法にも反映されている。全社横断プロジェクトが設
定されるのは「全社的な技術力を結集する必要のある緊急課題に対応する
ため」という回答が多いことからもわかるように，主として緊急課題に機
動的に対応するためである（図６）。そのテーマを決定するための会議の最
高意思決定者は大半の企業において社長や会長といった最高経営責任者に
なっており，トップ・マネジメント主導で行われている（図７）。
図６　全社横断的研究開発プロジェクトの設定理由（複数回答）
　このような機動的組織でもトップ・マネジメントの研究開発へのコミッ
トメントは重要である。全社横断プロジェクトのテーマを設定する会議の
開催頻度を，必要があればいつでも「不定期」に開催するものと，毎月１
回から年間１回まで「定期的」にしか開催しないものとに分けてみた（資
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図７　全社横断的研究開発プロジェクトの最高意思決定責任者
料Ｄ）。それによると，不定期に機動的に開催するものほど，若手研究者の
新規研究開発テーマの提案も活発に行われており（資料Ｄ－１），常に新し
い研究開発テーマを全社的に取り組んでいこうとするマネジメント・スタ
イルは組織の活性化にも大きく貢献している。
　６．研究開発活動における戦略的経営資源配分の実施
　次に，研究開発活動における戦略的経営資源配分について検討しよう。
6－1　研究開発分野の絞り込みと研究開発ポートフォリオ
　ここでは研究開発テーマの設定を「比較的重点領域に絞り込んでいる」
と「比較的分散している」という２つのカテゴリーに分けてみた（資料Ｅ）。
　研究開発テーマの絞り込みを行っている企業には競争相手が多い。絞り
込みを行っている企業では競合企業数の平均が国内10.3社，海外14.2社で
あるのに対して，研究開発テーマが分散している企業では国内6.3社，海
外5.9社である（資料Ｅ－１，Ｅ－２）。多くの企業と競争するためには，研
究開発テーマの絞り込みが必要といえる。また，テーマを絞り込んでいる
企業ほど，過去３年間に開発・販売された新分野製品の割合が高くなる傾
向が見られた（資料Ｅ－３）。
　研究開発テーマの絞り込み方法として代表的なものが「研究開発ポート
フォリオ」である。研究開発ポートフォリオとは，一般の事業ポートフォ
リオの考え方と同じように，研究開発テーマの最適な経営資源配分を考え
るためのツールである。研究開発ポートフォリオの利用状況について尋ね
てみると，利用している企業は19社（38.8％，有効回答49社）となっていた。
その利用目的は「研究開発テーマの絞り込み」が圧倒的に多く，「自社技術
についての社内の共通認識を醸成するため」「テーマの未着手分野を確認
するため」が続いている。また，評価軸には「自社技術の競争優位性」「技
術の市場へのインパクトの度合い」などが多く用いられていることがわ
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かった。研究開発ポートフォリオを利用している企業では，売上高に占め
るモデルチェンジ製品（資料Ｆ－１）や新分野製品（資料Ｆ－２）の割合も高
くなっている。エレクトロニクス技術のように技術を融合化させて製品イ
ノベーションを起こすことが重要な産業では，技術分野の絞り込みを行っ
ていくことが必要であり，そのために研究開発ポートフォリオが利用され
ている。実際に研究開発ポートフォリオを利用している電子部品メーカー
Ａ社では競合他社との研究開発分野の比較に用いている。同社は技術の高
度化とシステム化を両軸にとり，特許出願件数ベースでバブル・チャート
を描き，自社とリーダー企業Ｂ社との比較を試みた。その結果，同社はＢ
社より数段規模が小さいにもかかわらず着手した研究開発テーマがＢ社よ
り分散しており，極めて非効率な研究開発戦略をとっていることがわかっ
た，とのことである。
　研究開発ポートフォリオの効用は研究開発テーマの絞り込みだけではな
い。自社の技術や研究方針などについて，研究開発部門と事業部門の間で
コンセンサスを形成するためのツールとしても有効である。籠屋［1991 ；
112頁］が指摘するように，研究開発部門と事業部門の相互理解をはかるた
めにはコミュニケーションのための共通の「言語」が必要であり，そのひ
とつが研究開発ポートフォリオである。研究開発ポートフォリオ作成のプ
ロセス自体がコミュニケーションとして重要な役割を担うものと考えられ
る。実際に，研究開発ポートフォリオを利用している企業の方が，一般の
会議においても（資料Ｆ－３），研究所内での会議（資料Ｆ－４）においても
少数意見を積極的に取り上げ徹底的に議論するような雰囲気となっている
ことがわかった。
6一2　経営戦略タイプと研究開発分野の絞り込み
　研究開発戦略は経営戦略タイプによって規定される。ここでは全社レベ
ルでの経営戦略タイプを，材料・デバイス・産業機器などの要素技術開発
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を重視する戦略を「技術志向型」，主として最終消費者向けの製品開発を
重視する「市場志向型」の２つに分けてみた（資料Ｇ）。この分類を反映し
て，過去３年間に開発・販売した最終消費者向け製品の割合（資料Ｇ－１）
及びモデルチェンジ製品の割合（資料Ｇ－２）は技術志向型より市場志向型
の方が明らかに高くなっている。実際にサンプル構成を見ると，技術志向
型は主として電子デバイス・電子部品メーカー，市場志向型はセット・
メーカーが多くなっている。　しかし，技術志向型のなかにもセット・メー
カーがいくつかみられる。企業規模の大きいセット・メーカーの全てが最
終消費者向け製品重視の市場志向型戦略をとっているわけではないことを
再確認しておきたい。
　この戦略，イプ別に国内競合企業数の平均を見ると，市場志向型が10.2
社に対して技術志向型は6.9社であり，市場志向型の方が明らかに競合企
業数が多くなっている（図８，資料G―3)。競合企業数の多いことは必ずし
も競争の激しさを反映するわけではないが，確実に言えることは市場志向
型では技術志向型と比べて多くの企業を競争相手とみなし，その動きをウ
オッチしているということである。これはユ－ザー・ニーズのみなら
ず，競争相手の動きに対しても非常に敏感になっているということである。
このように過度な市場志向の戦略展開は横並びの研究開発競争に陥ってし
まう危険性を示唆している。
　また，戦略タイプ別に研究開発分野の設定状況をみると，技術志向型で
は比較的広く分散しているのに対して，市場志向型では絞り込みが行われ
ている（資料Ｇ－４）。この点に関して，池島［1992；111～112頁］は研究開
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発をテクノロジー・プッシュ型（Ｔ型）とマーケット・プル型（Ｍ型）に分
けると，市場志向のＭ型では自社の蓄積技術を可能な限り活用して，必要
ならば新たな要素技術開発を行う傾向がある，と指摘している。つまり，
市場志向型の方が。－ザー・ニーズという明確な基準により評価が行わ
れ，自社の蓄積技術から研究開発の方向性が決められることが多いので，
研究開発分野が比較的絞り込まれているものと考えられる。これに対し
て，技術志向型では技術の将来性から探索を始めることが多く，研究開発
分野が比較的広く分散してしまうようである。
6－3　全社的研究所と事業部研究所との資源配分
　研究開発部門と事業部門の関係だけでなく，研究開発部門のなかで，ど
のような組織体制をとるかということも極めて重要な戦略的意思決定事項
である。岡本［1985；23～24頁］は企業の研究活動は全社的な中央研究所だ
けで行われるのではなく，事業部所属の研究所も重要な役割を担ってお
り，研究開発における組織的分業をどのように設計するかはそれ自体戦略
的な課題であると指摘している。研究開発組織は中央研究所や基礎研究所
などの全社的レベルでの「全社的研究所」と，事業部に所属する「事業部
研究所」の２つに分けることができる。どちらに経営資源を重点配分する
かは企業によって大きく異なり，またひとつの企業でも時期によって大き
く異なる。一般に応用・開発研究や生産技術研究を重視する時には事業部
研究所が増強され，逆に好景気時のように比較的長期的視点から基礎研究
に取り組もうとする時には全社的研究所が増強される。研究開発の狙いを
どこに置くかにより，その戦略的な資源配分は大きく変わってくるのであ
る。
　ここでは，全社的研究所と事業部研究所との研究者の割合について，全
社的研究所の研究者の割合が50％を超える企業を「全社的研究所中心型」，
その他を「事業部研究所中心型」の２つに分けて，経営資源の重点配分状
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況によりどのような特性が見られるかを分析してみた（資料Ｈ）。
　事業部研究所中心型では最終消費者向け製品の割合が明らかに多くなっ
ている（資料Ｈ－１）。　このことは，セット・メーカーなどの企業では事業
部研究所を中心に研究開発活動が行われ，なかでも応用・開発研究が重視
されていることを示唆している。ューザー・ニーズを迅速に捉えて新製品
を開発するためには，生産機能や営業機能と密接な共同作業ができる事業
部での研究開発機能を強化することが効果的である。そして，応用・開発
研究に重点配分が行われているため比較的研究開発成果に結びつきやすい
という特徴がある。
　しかし，このような事業部での研究開発活動を重視することの最大の問
題は，全社レベルでみると経営資源が分散し，また技術情報の交流が妨げ
られることである22）。実際に，事業部研究所重視型では研究開発テーマの
絞り込みが行われていなく，経営資源が分散する傾向が見られた（資料Ｈ
－２）。事業部研究所重視型では応用・開発研究にウエイトがあるため短
期的には研究開発成果が出やすくなるかもしれないが，全社的に見ると経
営資源が分散し，長期的な中核競争力の形成にはマイナスに作用する危険
もある。この点に関連して，十川［1994 ；69～70頁］は製造業325社に対す
るアンケート調査の結果から，職能部門別組織をとる企業では「核となる
製品技術を開発するために営業・生産・研究開発部門の連携ができるよう
になっている」とする企業が74％に達するのに対して，事業部制組織をと
る企業では35.8％と大幅に少なく，事業部制では異部門間のリンケージが
難しいことを指摘している。
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　エレクトロニタス産業における競争の要は，研究開発機能を中心に生産
機能や営業機能を統合化させ中核競争力を形成していくことにある。純粋
な先端技術開発の追求だけでは強みとはなりえず，生産技術との組み合わ
せによるコア・テクノロジーの開発やユ－ザー・ニーズを積極的に取り
込んだ新製品・新技術の絶えざるイノベーションが必要となる。そのため
には研究開発の戦略的な展開が必要となる。研究開発戦略の中心は，研究
開発機能と営業機能・生産機能とのリンケージを強化することと，研究開
発活動における戦略的な経営資源配分を行っていくことである。
　これまで，研究開発部門はブラック・ボックスとして扱われ，事業部門
からは研究開発成果のみで評価されるような存在であった。そのような研
究開発活動をオープン化し，研究開発部門と事業部門のリンケージを高め
るには，トップ・マネジメントが研究開発活動に積極的にコミットし，
リーダーシップを発揮することが必要である。研究開発部門出身のトップ
・マネジメントは研究開発活動を活性化するとともに，そのオープン化を
図っている。　しかし，研究開発の経験がなくとも研究開発活動に積極的
にコミットしようとするマネジメント・スタイルが研究開発部門と事業部
門のリンケージを高め，組織を活性化させていることがわかった。
　中核競争力を形成するには研究開発分野の絞り込みが必要であり，研究
開発ポートフォリオを利用して分野の絞り込みを行っている企業ほど，研
究開発成果の指標であるモデルチェンジ製品や新分野製品の割合が高くな
る傾向が見られた。そして，この研究開発分野の絞り込みは経営戦略タイ
プにより異なる。市場志向型では分野が比較的絞り込まれているのに対し
て，技術志向型は分野が広く分散している。市場志向型では常にユ－ザー
・ニーズの視点から成果の明確な評価が行われるため研究開発分野を絞り
込むことは比較的容易であろうが，技術志向型では広範囲の技術探索を行
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うため着手する分野が広く分散化してしまうものと考えられる。さらに，
競合環境の認識も経営戦略タイプにより異なり，市場志向型の方が多くの
競争相手を意識して行動している。つまり，市場志向型ではユ－ザー・
ニーズだけでなく，競争相手の行動を十分ウオッチして研究開発戦略を策
定している。このような過度な市場志向での戦略展開は横並びの研究開発
競争に陥り，研究開発の独自性を打ち出していくことが難しくなる危険が
ある。
　また，全社的研究所と事業部研究所の経営資源配分についてみると，事
業部研究所中心型では最終消費者向け製品の割合が高く応用・開発研究が
重視されているものの，全社的レベルからすると研究開発分野が分散化し
てしまう傾向が見られた。このことは事業部制組織における研究開発活動
においてシナジーを働かせることの難しさを物語っている。
　これまで検討してきたような研究開発活動の特性がどの産業にも該当す
るとは言い難い。例えば，超長期の研究開発活動が必要な製薬産業におい
て，本稿で検討した研究開発機能と営業・生産機能の統合，市場志向での
研究開発分野の絞り込み，全社的研究所と事業部研究所との経営資源配分
などの諸問題は同じように重要なのであろうか。今後は，製品特性や技術
特性がヽエレクトロニクス産業と大きく異なる産業を対象に比較研究を進め
ていく必要があろう。
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